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平成１９年３月期 個別財務諸表の概要   

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社             平成１９年５月２５日 
コード番号   ８０６２                      本社所在都道府県 
（URL http://www.mikunishoji.co.jp/）                  東京都 
本 社 所 在地         東京都港区浜松町一丁目１０番７号 
代  表  者   取締役社長  水戸 宏昭 
問合せ先責任者  理事総務部長 紀  孝文            ＴＥＬ（03）3438－1021 
取締役会開催日    平成１９年５月２５日       
定時株主総会開催日  平成１９年６月２８日       単元株制度採用の有無 有（１単元 １,０００株） 
 

１．１９年３月期の業績（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

( 1 )経営成績                       記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
 売 上 高 営 業 利 益        経 常 利 益        当 期 純 利 益 
 
１９年３月期 

１８年３月期 

百万円         % 
２４,２２９（１７.７） 
２０,５８６（△４.２） 

百万円          % 
  ２４７（１４８.５） 
   ９９（△４１.１） 

百万円          % 
  ２４６（１３８.０） 
  １０３（△３９.１） 

百万円          % 
  １３０（ ７３.６） 
   ７５（△３２.６） 

 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
自己資本 

当期純利益率 
総 資 産 
経 常 利 益 率 

売 上 高 
経 常 利 益 率 

 
１９年３月期 

１８年３月期 

円  銭 
２１ ８６ 
１１ ７６ 

円  銭 
 ―  ― 
 ―  ― 

% 
    ７.２ 
    ４.４ 

% 
  ２.９ 
  １.２ 

% 
  １.０ 
  ０.５ 

（注）  1．期中平均株式数 １９年３月期 ５,９８８,２２４株 １８年３月期 ５,９８８,８９４株  
    2．会計処理の方法の変更  無 
    3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
     
( 2 )財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

１９年３月期 

１８年３月期 

百万円 

  ８,７１２ 

  ８,１００ 

百万円

  １,８５８

  １,７６５

% 

    ２１.３ 

    ２１.８ 

円   銭

  ３１０ ３５

  ２９４ ０１

（注）1．期末発行済株式数 １９年３月期 ５,９８７,６７９株 １８年３月期 ５,９８８,３９５株 

   2．期末自己株式数  １９年３月期    １２,３２１株  １８年３月期    １１,６０５株 

 

２．２０年３月期の個別業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金   

売 上 高 

 

経 常 利 益 

 

当期純利益 中 間 期 末  

 

中 間 期 

通 期 

百万円    

  １２,５００ 

 ２５,５００ 

百万円   

     １２０

   ２５０

百万円

    ６０

   １２０

円  銭 

０   ０ 

 ０   ０ 

円  銭

  ―  ―

 ５  ００

円  銭

  ０   ０

  ５  ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  ２０ 円 ０４ 銭 

 

３．配当状況 
 １株当たり配当金 
（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
（年間） 

配当性向 
（％） 

純資産配当率 
（％） 

 

１８年３月期 
１９年３月期 

円  銭 
０．００ 
０．００ 

円  銭 
５．００ 
５．００ 

円  銭 
５．００ 
５．００ 

百万円 
２９ 
２９ 

％ 
４２.５ 
２２.９ 

％ 
１.７ 
１.７ 

２０年３月期 

（予想） 
円  銭 
０．００ 

円  銭 
５．００ 

円  銭 
５．００ 

 
 

 

※ 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

があります。 



 ２４

１．個別財務諸表等 

 

（１）貸借対照表 

（単位 千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前事業年度（A） 

（平成18年3月31日現在）

 

当事業年度（B） 

（平成19年3月31日現在） 

 

比 較 増 減 

（B）―（A） 

〔 資 産 の 部 〕         

流 動 資 産 

 

７,１１９,２０９

 

７,７４８,６１７ 

 

 ６２９,４０７

   
  現 金 及 び 預 金 

  受 取 手 形 

  売 掛 金 

  商 品 

 繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 
 

 
５１４,４４３

６１１,４９８

４,８８５,１１４

８２９,４８１

６３,４２６

２４１,４８２

１４,２１３

△ ４０,４５２

 
７６０,４８２ 

７３０,１２４ 

５,０２３,２８０ 

８９５,３４２ 

８８,１８１ 

３２８,７５０ 

３,２１５ 

△ ８０,７６１ 
 

 
 ２４６,０３９

 １１８,６２６

 １３８,１６６

６５,８６１

 ２４,７５４

 ８７,２６７

△ １０,９９８

 △ ４０,３０９
 

固 定 資 産 ９８１，６４７ ９６３，７４０ △ １７,９０６

 有 形 固 定 資 産 ４１０,２７１ ４０２,５７０ △ ７,７００

   
  建 物 

  構 築 物 

  機 械 装 置 

  車 両 運 搬 具 

  工 具 器 具 備 品 

  土 地 
 

 
１８３,７１０

６３７

６２１

１５５

１,９２８

２２３,２１８

 
１７４,９１５ 

６２８ 

６２１ 

６１ 

３,１２４ 

２２３,２１８ 
 

 
△ ８,７９４

△ ８

 －

△ ９３

 １,１９６

 －
 

 無 形 固 定 資 産 ６,６７２ ５,４４０ △ １,２３２

   
 ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 
 

 
３,３１４

３,３５８
 

 
２,０８２ 
３,３５８ 

 

 
△ １,２３２

―

 投 資 そ の 他 の 資 産 ５６４,７０２ ５５５,７２８ △ ８,９７４

   
  投 資 有 価 証 券 

  関 係 会 社 株 式 

  従 業 員 長 期 貸 付 金 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 
 

 
４２３,４６３

６２,１２９

１５,５３８

１０７,５９１

△ ４４,０１９

 
４２７,１６５ 

８４,９７７ 

８,３９１ 

７７,２０４ 

△ ４２,００９ 
 

 
 ３,７０２

２２,８４８

△ ７,１４７

△ ３０,３８７

 ２,０１０
 

資 産 合 計 ８,１００,８５６ ８,７１２,３５７  ６１１,５００

 
 



 ２５

（単位 千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前事業年度（A） 

（平成18年3月31日現在）

 

当事業年度（B） 

（平成19年3月31日現在） 

 

比 較 増 減 

（B）―（A） 

〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 

 

６,０７０,６４３

 

６,６０６,２２９ 

 

 ５３５,５８５

  支 払 手 形 

  買 掛 金 

  短 期 借 入 金 

  未 払 金 

  未 払 費 用 

  未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

  預 り 金 

  そ の 他 

９０３,８５１

２,５５６,５６０

２,４０５,７２３

１２,５９８

９７,１１９

７７,５９５

―

３,５６２

１３,６３１

１,１１６,３７４ 

３,３３４,１４２ 

１,９０６,２４５ 

１３,１３９ 

１２８,２６８ 

９４,８４２ 

１０,０００ 

３,２１６ 

― 

 ２１２,５２２

 ７７７,５８２

△ ４９９,４７８

５４１

 ３１,１４９

 １７,２４７

１０,０００

 △ ３４６

△ １３,６３１

固 定 負 債 ２６４,５５４ ２４７,８２３  △ １６,７３０

  退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

１８１,１３２

６１,５１０

２１,９１１

１６０,０００ 

６０,６２０ 

２７,２０３ 

△ ２１,１３２

 △ ８９０

 ５,２９１

負 債 合 計 ６,３３５,１９７ ６,８５４,０５２ ５１８,８５５

〔資本の部〕 

資 本 金 ３００,０００ ― ―

資 本 剰 余 金 １,３３３ ― ―

 資 本 準 備 金 １,３３３ ― ―

利 益 剰 余 金 １,３８２,９８４ ― ―

 利 益 準 備 金 

 任 意 積 立 金 

  固定資産圧縮積立金 

  別 途 積 立 金 

 当 期 未 処 分 利 益 

７５,０００

１,０９４,６１９

９４,６１９

１,０００,０００

２１３,３６５

― 

― 

― 

― 

― 

―

―

―

―

―

その他有価証券評価差額金 ８３,３４３ ― ―

自 己 株 式 △ ２,００２ ― ―

資 本 合 計 １,７６５,６５９ ― ―

負 債 ・ 資 本 合 計 ８,１００,８５６ ― ―

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 ２６

（単位 千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前事業年度（A） 

（平成18年3月31日現在）

 

当事業年度（B） 

（平成19年3月31日現在） 

 

比 較 増 減 

（B）―（A） 

〔純資産の部〕 

株 主 資 本 

 

― 

 

１,７７８,１６７ 

 

― 

資 本 金 ― ３００,０００ ― 

資 本 剰 余 金 ― １,３３３ ― 

資 本 準 備 金 ― １,３３３ ― 

利 益 剰 余 金 ― １,４７８,９７２ ― 
 利 益 準 備 金 ― ７５,０００ ― 

そ の 他 利 益 剰 余 金 ― １,４０３,９７２ ― 
 固定資産圧縮積立金 

  別 途 積 立 金 
 繰 越 利 益 剰 余 金 

― 
― 
― 

９０,６８４ 
１,０５０,０００ 

２６３,２８７ 

― 
― 
― 

自 己 株 式 ― △２,１３８ ― 

評 価 ・ 換 算 差 額 等
 

―
 

８０,１３７
 

―
 

その他有価証券評価差額金 ― ８０,１３７ ― 
純 資 産 合 計 ― １,８５８,３０５ ― 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ― ８,７１２,３５７ ― 

 
 
 



 ２７

 （２）損益計算書 

（単位 千円） 

         期 別 

 

 

 科 目 

前事業年度（A） 

自 平成 17 年 4 月 1 日 

（            ）

至 平成 18 年 3 月 31 日 

当事業年度（B） 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

（            ）

至 平成 19 年 3 月 31 日 

B / A    

（ % ）    

             

２０,５８６,２５２

１９,０８１,０１１

 

             

２４,２２９,５４９ 

２２,５２４,６７５ 

 

 

１１８ 

１１８ 

１,５０５,２４１

１,４０５,６０６

１,７０４,８７４ 

１,４５７,２６９ 

１１３ 

１０４ 

９９,６３５

５８,９０４

３９,３３７

１４,４０８

５,１５８

５５,１１０

２３,５９０

１３,６１０

７,４７７

６,１７３

４,２５７

２４７,６０４ 

６５,２２６ 

３５,５６６ 

２１,７２５ 

７,９３５ 

６６,６６４ 

２９,７０２ 

  ― 

１３,６４８ 

１７,３１７ 

５,９９６ 

２４９ 

１１１ 

９０ 

１５１ 

１５４ 

１２１ 

１２６ 

― 

１８３ 

２８１ 

１４１ 

１０３,４２８

４７,０１３

―

４７,０１３

―

―

２４６,１６６ 

１,５００ 

１,５００ 

― 

５,０００ 

５,０００ 

２３８ 

３ 

― 

― 

― 

― 

１５０,４４１

９０,０００

△ １４,９７４
 

 

 

 

 

７５,４１６

１３７,９４９

 

２４２,６６６ 

１２９,０００ 

△ １７,２６３ 
 

 

 

 

１３０,９２９ 

― 

 

１６１ 

１４３ 

１１５ 
 

 

 

 

１７４ 

― 

           

 

売 上 高           

売 上 原 価           

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 
 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息 

 受 取 配 当 金 

  雑 収 入 

営 業 外 費 用           

 支 払 利 息 

 為 替 差 損 

   手 形 売 却 損 

   売 掛 金 譲 渡 損 

   雑 損 失 

経 常 利 益 

特 別 利 益           

  貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

投資有価証券売却益 

特 別 損 失           

ゴルフ会員権売却損 
 

税 引 前 当 期 純 利 益 

 法人税、住民税及び事業税 

  法 人 税 等 調 整 額 
  

 

 

 

 

当 期 純 利 益 

前 期 繰 越 利 益 
 

 

 

 

 

 

 

当 期 未 処 分 利 益 

 

 

 

 

 

 

 

２１３,３６５

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

― 
 

                                              
  

  



 ２８

（３）利益処分計算書 

（単位 千円） 

 前事業年度 

（平成１８年６月２９日） 

 

当 期 未 処 分 利 益             

固定資産圧縮積立金取崩額 

 

２１３,３６５

２,０２５

計 

 

これを下記のとおり処分いたします。 

 

利 益 配 当 金             

（１株につき普通配当） 

取 締 役 賞 与 金 

別   途   積   立  金 

次 期 繰 越 利 益             

 

２１５,３９１

 

 

 

２９,９４１

（ ５円）

５,０００

５０,０００

１３０,４４９

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２９

（４）株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

（単位：千円） 

株主資本 

資本 

剰余金
利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

 

          

 

 
資本金 

資本 

準備金

利益 

準備金
固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

自己株式
株主資本

合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 94,619 1,000,000 213,365 △2,002 1,682,316

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の積立 

 剰余金の配当 

 利益処分による役員賞与 

 当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

    

△3,934

 

 

50,000

 

3,934 

△50,000 

△29,941 

△5,000 

130,929 

 

 

 

 

 

 

△135

 

 

 

△29,941

△5,000

130,929

△135

事業年度中の変動額合計 ― ― ― △3,934 50,000 49,921 △135 95,851

平成 19 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 90,684 1,050,000 263,287 △2,138 1,778,167

 

評価・換算差額等
 

 

          

 

 
その他有価証券 

評価差額金 

純資産合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 83,343 1,765,659

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の積立 

 剰余金の配当 

 利益処分による役員賞与 

 当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

 

 

 

 

 

 

 

△3,206

 

 

 

△29,941

△5,000

130,929

△135

△3,206

事業年度中の変動額合計 △3,206 92,645

平成 19 年 3月 31 日残高 80,137 1,858,305
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 重要な会計方針 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

    時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法 

     （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

  子会社株式……………………移動平均法に基づく原価法 

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法………総平均法に基づく原価法 

3. デリバティブの評価基準及び評価方法……時価法 

4. 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産………定率法 

   ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法 

   によっております。 

（2）無形固定資産………定額法 

   なお、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく 

   定額法によっております。 

5. 引当金の計上基準 

  （1）貸倒引当金 

       債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

       等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    （2）役員賞与引当金 

       役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    （3）退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

       に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

       なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による 

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

    （4）役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

   6.  リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 

         は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

7.  外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

      外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

   8.  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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会計処理の変更 

前事業年度 

自 平成 17 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

― （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成 17 年 11 月 29 日）を適用して

おります。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益が 10,000 千円減少しておりま

す。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17 年 12

月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

1,858,305 千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

 

 

注記事項 

（貸借対照表関係）                               (単位 千円) 

項   目 
前 事 業 年 度  

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

当 事 業 年 度  

（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

２.担保資産 

３.保証債務 

４.受取手形裏書譲渡高 

５.手形債権譲渡高 

６.売掛金譲渡高 

７.期末日満期手形の処理 

３１５,９００

８０,２６０

３３３,２８５

８２,６１０

１,５１４,０８３

２２３,３０５

３２２,８４０

７６,５６３

３２５,８６３

１２１,１７０

１,９８０,１５６

２９３,５４９

当事業年度末日は金融機関の休日

でありますが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。

当事業年度末日満期手形は次のと

おりであります。 

受取手形         ４,２７８

受取手形裏書譲渡高 ３６,４００

手形債権譲渡高   ３６６,２７１

支払手形      １７１,３５１
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（損益計算書関係）                                                     （単位 千円） 

項  目 

前事業年度 

自 平成 17 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

１．販売費及び一般管理費

のうち主要な項目及び

金額 

 

荷造運賃 

従業員給料手当 

賞与 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 

１４４,６５２

５５０,９０７

１４８,３７２

―

 ３５,０１０

 １８,４４０

２７,２７６

１４７,５３０

５３２,２５９

１８９,７１３

１０,０００

 ２９,９８３

 １６,５９０

４０,２９９

 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度増加 

株式数（株） 

当事業年度減少 

株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 １１,６０５ ７１６ ― １２,３２１

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

 

（リース取引関係） 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

                           （前事業年度）      （当事業年度） 

   （1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

     取得価格相当額（器具・備品他）        ３１,５７９千円     １０２,９４２千円 

     減価償却累計額相当額            １６,３９２千円      ２２,３９３千円 

     期末残高相当額                       １５,１８６千円      ８０,５４９千円 

   （2）未経過リース料   １年内              ７,５０５千円       １９,５９５千円 

      期末残高相当額  １年超            ７,８３６千円       ６１,１０９千円 

                 計            １５,３４１千円       ８０,７０５千円 

  （3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

          支払リース料                     ８,０３３千円       １０,３９８千円 

          減価償却費相当額                   ７,８２０千円       １０,１３７千円 

          支払利息相当額                     １９４千円       ２６２千円 

  （4）減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  （5）利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい 

    ては、利息法によっております。 
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（税効果会計関係） 

                           （前事業年度）      （当事業年度） 

（1） 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産 

       退職給付引当金              ７３,７２０千円      ６５,１２０千円 

      未払賞与                    ３０,５２５千円      ４０,７００千円 

役員退職慰労引当金               ２５,０３４千円      ２４,６７２千円 

貸倒引当金繰入限度超過額           ３９,３５０千円      ５０,２０６千円 

      その他                      １８,６９１千円      ２０,７８５千円    

      繰延税金資産 小計            １８７,３２１千円     ２０１,４８４千円    

      評価性引当額             △２５,０５４千円    △２３,２６３千円    

      繰延税金資産 合計            １６２,２６７千円     １７８,２２０千円    

 

    繰延税金負債 

      固定資産圧縮積立金           ６３,５５０千円      ６２,２４０千円 

      その他有価証券評価差額金         ５７,２０１千円        ５５,００１千円     

      繰延税金負債 合計                  １２０,７５２千円     １１７,２４２千円    

 

    繰延税金資産の純額                       ４１,５１４千円      ６０,９７８千円    

 

 

 

１．役員の異動（平成１９年６月２８日付） 

 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

２．新任取締役候補 

取締役        高丸 明 (現 伊藤忠丸紅鉄鋼(株)鋼材第二本部薄板部長代行) 

  ３．退任予定取締役 

    稲上 次男 (現 取締役新事業推進センター長) 

  小木曽 裕 (現 伊藤忠丸紅鉄鋼(株)鋼材第二本部特板部長代行) 

 


